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構造集合住宅建物は特に 1970 年から 1975 年にかけて毎年 5 万戸以上供給され，1980 年までの
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て組み立てる工法のことである。その建設システムは，大型 PCa板による 5 階建てまでの中層住
宅である公共住宅用中層量産住宅システムが主流である。WPC 構造集合住宅建物の一住戸におけ
る PCa板の床板と壁板の構成を図 2.1に，図中の接合部詳細図を図 2.2に示す。また，床板同士
の接合の概要を図 2.3 に示す。図 2.4には水平接合部，図 2.5 には鉛直接合部の詳細を示す。 
 
 
図 2.1 WPC 構造集合住宅建物一住戸の構成 




図 2.2 PCa 板接合部の概要 





















図 2.1の j部詳細 
 
 
図 2.1の k部詳細 図 2.1の l部詳細 
図 2.5 鉛直接合部 

















d 詳細図）。床板同士は，図 2.1 の a 断面および c 断面のように辺の一部が欠き込まれ，突出さ
せた鉄筋を溶接している（図 2.3）。壁と床についても同様に接合部でのみ鉄筋が溶接されてい
る（図 2.2の a，b詳細図）。それ以外の箇所は，コンクリート充填のみによる接合方式である（図





































建物構造 WPC構造 5階建て住戸形式 中層階段室型住棟 
居室 3DK 全 30戸 
専有面積 46.68 m2 




耐力壁厚 180 mm（妻壁のみ），150 mm（その他耐力壁） 


















の長さは 40.5m，張間方向は 7.5m，1 住戸あたりの桁行方向の長さは 6.75m である。桁行方向を
X 方向，張間方向を Y方向とすると，一般的な既存集合住宅と同様に，X方向の耐震性能の方が
Y 方向のそれよりも低くなるが，本研究では開口による影響に着目することから，±Y 方向につ
いてのみ検討する。計画的な検討から，5通りおよび 9 通りの A−B 間の耐震壁に開口を新設する
ことが，改修する上で有用性が高いと判断できるため，それらに開口を設けた場合の建物の耐震
性能の影響について考察した 3，4）。また，本研究では住戸プランの更なる拡大を目的に様々な新









































表 2.1 張間方向の同一軸組架構 
 
同一軸組 1,13通り 2,4,6,8,10,12通り 3,7,11通り 5,9通り
同一軸組数 2 6 3 2
名称 1通り架構 2通り架構 3通り架構 5通り架構
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検討対象建物では，図 2.8 に示すように，SB と鉛直接合筋（VR）について，位置に応じて 2
種類ずつの配筋設計がなされている。図中の SB-A と SB-Bおよび VR-Aと VR-Bはそれぞれ SBと
VR の配筋タイプを示し，各階の鉄筋径を表 2.2に整理した。SB-Aと SB-B とでは，1階と 2階の




図 2.8 一住戸内の接続筋位置 
 
 
表 2.2 張間方向の同一軸組架構 
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本研究では，図 2.6 の 5・9 通りの A−B 間および B-Ｃ間，または，3・7・11通りの A-B間の耐
震壁に開口を新設した場合を含めて±Y 方向（張間方向）の解析を行う。新設開口位置について
は，同一軸組でそれぞれ同様とし，図 2.6 中の 7 通りに対する建物形状の対称性を保持すると仮















辺は SB周辺の突起が床板と物理的に噛み合っていることによる（図 2.2 d，e詳細図）。 
図 3.1では，接合部ばねを表記する目的で壁板上下の剛材に間隔を設けているが，解析モデ
ルでは敷モルタルの厚みに相当する 20mmしか離れていない。JQ ばねが接続する耐震壁と直交壁














27N/mm2とし，ヤング係数を 25.7kN/mm2と算出 8）している。また，表 2.2 中の鉄筋を含め，全て
の異形鉄筋の材料強度を 344 N/mm2，ヤング係数を 205kN/mm2としている。 
図 2.8に接合筋の位置と床板の割付および壁軸力算出用の支配床範囲を示している。床厚は一
般階において 120mm，屋上（R）階で 120-160mm である。地震用の積載荷重は，原設計時の計算
書に準じて算出し，一般階で 600 N/m2，R階で 300N/m2である。さらに，仕上荷重は一般階で 400 
N/m2，R階で 300N/m2とし，水廻りの無筋コンクリート重量（1000 N/m2）を見込んでいる。建物
の耐震壁の厚さは妻壁（1通りと 13通り壁）のみ 180mm で，その他は 150mm である。壁重量に
ついては，階の中間で上下階重量に振り分けている。その結果，建物の単位面積あたりの重量（固






図 3.1 数値解析モデルの構成（張間方向） 







































表 3.1 接合部ばねの設定概要 










GP 鉛直 圧縮方向にのみ弾性高剛性とした。 









挙動を評価する。図 3.2 に SB ばねの鉛直引張方向の復元力特性を示す。これらは，D16 と D19
の 2 体の実大水平接合部引張実験結果 4）を参考に，同鉄筋径および D22 の場合について設定し





震壁実験の結果が概ね良好な精度で解析できることを確認している 4)。第 2 折点以降の負勾配に
ついては実験結果を参考に D16と D19の場合で同じ勾配を仮定している。実験を行っていない接








ける降伏変位の 2 倍としている。図 3.2 に主な CR ばねの復元力特性を示す。SB と VR の耐力は
表 2.2 に示す鉄筋径に応じて算出する。CR ばねの符号と位置は図 3.3 のとおりである。各ばね
に含まれる SBおよび VRの数を表 3.2に整理する。 
 
図 3.2  SBおよび CRばねの鉛直方向の復元力特性 





図 3.3 張間方向の CRばね範囲 
 
 





SB 数 VR 数 
SB-A SB-B VR-A VR-B 
CR1A 
1 通り 
A 通り +Y - 1 - 1 
CR1B B 通り - - 1 2 - 
CR1A C 通り -Y - 1 - 1 
CR3A 
3 通り 
A 通り +Y - 2 1 - 
CR3B B 通り -Y - 3 3 - 
CR3BC 
2 通り 
- *2) +Y - - 2 - 
CR3C C 通り -Y - 2 - 2 
CR5A 
5 通り 
A 通り +Y - 2 1 - 
CR5B B 通り - - 2 3 - 
CR5A C 通り -Y - 2 1 - 
*1): 接合部に転倒モーメントによる引張力が作用する荷重方向 
（引張鉄筋として考慮する荷重方向） 












行を評価する。JQ ばねの復元力特性は図 3.4 のような原点対称のテトラリニア型である。第 1
折点である接合部への斜めせん断ひび割れ発生時の耐力は最大耐力の 1/3とし，そのときの変位





ータも限定的であったことから，妥当性は十分には検証できていない。1 層あたり 2 箇所の JQ
ばねが存在するため，それぞれに 1 層あたりの耐力の半分を与える。表 3.3 に 1架構 1箇所あた












表 3.3 JQばねの復元力特性値 
 
第 1折点 第 2折点 第 3折点 
荷重(kN) 変位(mm) 荷重(kN) 変位δsu(mm) 荷重(kN) 変位δr(mm) 
JQ ばね 1/3Qsu 0.05 Qsu 1.5 0.277Qsu 8.0 
 



























































図 3.6  SBM ばね（境界梁のせん断ばね）の復元力特性 
表 3.4 SBMばねの復元力特性値 
 
第 1折点 第 2折点 第 3折点 






SBMばね 1/3Qsu Qsu/3K0 Qsu 0.4ℓ













荷時の荷重-変形関係を図 3.7 に示す。図の縦軸の荷重は Ai 分布による地震荷重の 1階の層せん






保有水平耐力時の変形角は+Y 方向と-Y 方向でそれぞれ R=0.19%，R=0.17%であり，その際の CQ1







図 3.7 張間方向（±Y 方向）載荷時の荷重-変形関係 
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＋Y方向では，変形角 R=0.21%付近で 1通り架構と 5通り架構の B通りの C通り側の JQ ばねが
最大耐力に達し，負剛性（第 3線分）領域に入った時点で変位増分計算が収束しなくなった。最
初に JQばねが最大耐力に達したのは，5通り架構の最下階においてである。同ばねが負剛性域
に入ってから連鎖的に上階および 1 通り架構の JQばねも負剛性域に入ったことが解析が不安定
になった原因と考えられる。同様に-Y方向では，変形角 R=0.18%付近で 2，3 通り架構と 5 通り
架構の B 通りの A通り側の JQ ばねが最大耐力に達し，変位増分計算が収束しなくなった。 
解析不安定後の建物の挙動を評価する目的で，+Y 方向では 1 通り架構と 5 通り架構の B 通り
の直交壁に接続する A通り側と C 通り側の 2 つの JQばねのうち，ずれ変形が大きい C 通り側の
復元力特性を図 3.4 に示す完全弾塑性ばね（以下，「JQX ばね」と呼ぶ）とした建物の解析モデ
ル（補助モデル）を作成した。-Y方向では，ずれ変形が大きい 2，3 通り架構と 5 通り架構の B
通りの直交壁に接続する A 通り側の JQ ばねを JQX ばねとした。JQX ばねは，コッターの無い鉛
直接合部のような復元力特性を有し，初期剛性から直接残留耐力に至る設定とした。これは，JQ
ばねが負剛性域を超えて残留耐力に至った状態での釣合い状態を求めることを意図している。前
節で述べたように，JQ ばねはずれ変位が 8mm でコッター筋のせん断耐力である残留耐力に移行
するような復元力特性としている。このため，基本モデルの挙動は，解析不安定後，ずれ変位
8mm 以降の補助モデルに滑らかに移行するものと推測する。+Y 方向の補助モデルでは，R=0.3%
付近で全ての JQX ばねのずれ変位が 8mm となり，その時の CQ1は 0.5 であった。その後，耐力は
微減し，R=0.43%で CQ1=0.49 となるが，これ以降，微増に転じ，R=1.0%で CQ1=0.53 となった。-Y
方向の補助モデルにおいても R=0.3%付近で全ての JQX ばねのずれ変位が 8mm となり，その時の
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+Y 方向の保有水平耐力時とその後の R=1.0%時の変形の様子を図 3.8に示す。図中の●および
○印は，SB鉛直方向ばね，CR ばね，JQばね，SBMばねがそれぞれ，図 3.2，3.4，3.6の復元力







CQ1=0.13で 2階および 3 階の SBMばねが第 1折点に達している。つまり，同位置の境界梁にせ
ん断ひび割れが発生している。その後，CQ1=0.20までに全ての SBMばねが第 1折点に達している。
CQ1=0.59で 3階 SBMばねが最大耐力に達している。つまり，同位置の境界梁はせん断破壊してい
る。その後，CQ1=0.61 までに全ての SBMばねが最大耐力に達している。すなわち，このとき 2 通
り架構と 3通り架構は独立してロッキングを始める。 
CQ1=0.19 程度で 1 通りと 5 通り架構の B-C 間 B 通り側の 3 階脚部の JQ ばねが第 1 折点に到達
している。つまり，同位置の鉛直接合部にひび割れが発生している。その後，上階，他スパン，
他通り架構の JQ ばねへと順次ひび割れが波及し，CQ1=0.57，R= 0.12%付近で 5 通り架構 1 階上
部 JQ ばねが第 2折点に到達している。つまり，同位置の鉛直接合部がずれ破壊している。その





様に塑性化している。CQ1=0.60，R=0.12%付近で 1 通り架構 1 階の A 通り側で SB と CR ばねが最





（a）変形角 R=0.19%時（保有水平耐力時） （b）変形角 R=1.0%時 
図 3.8 +Y方向載荷時の崩壊形 
第 3章 張間方向の 2 次元数値解析モデル 
28 
 
-Y 方向の保有水平耐力時とその後の R=1.0%時の変形の様子を図 3.8に示す。-Y 方向載荷時に
ついても同様に，地震力の載荷に伴う各接合部ばねの損傷を分析する。 
CQ1=0.18で 2階の SBMばねが第 1折点に達している。つまり同位置の境界梁にせん断ひび割れ
が発生している。その後，CQ1=0.25 までに全ての SBMばねが第 1折点に達しているが，保有水平
耐力時に最大耐力に達している SBM ばねはなかった。 
CQ1=0.19 程度で 1 通りと 5 通り架構の A-B 間 B 通り側の 3 階脚部の JQ ばねが第 1 折点に到達
している。つまり，同位置の鉛直接合部にひび割れが発生している。その後，上階，他スパン，
他通り架構の JQ ばねへと順次ひび割れが波及し，CQ1=0.56，R= 0.11%付近で 5 通り架構の A-B
間 B通り側の 1 階の JQ ばねが第 2折点に到達している。つまり，同位置の鉛直接合部がずれ破
壊している。その後，2，3 通り架構と 5 通り架構の A-B 間 B 通り側を中心にずれ破壊が上階に
進展している。+Y 方向載荷時は，SBM ばねが負勾配に達することにより，2 通り架構と 3 通り架
構が独立してロッキングすることとなったが，-Y方向載荷時では，2，3通り架構の A-B間 B通





様に塑性化している。CQ1=0.58，R=0.11%付近で 1 通り架構 1 階の C 通り側で SB と CR ばねが最










(c) 変形角 R=0.17%時（保有水平耐力時） （d）変形角 R=1.0%時 
図 3.9 -Y方向載荷時の崩壊形 
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 新設開口は，図 4.1と図 4.2に示すように，5・9 通りの A−B 間および B-Ｃ間，または，3・7・
11通りの A-B間の耐震壁に対して，その耐震壁のスパン中央に SBと干渉しないように，幅 950mm，
高さ 2100mm で設置する。 
 
 
図 4.1 開口新設架構（基準階平面図） 
 
 
図 4.2 開口新設耐震壁（張間方向軸組図） 
  
 












































表 4.1 各開口モデルの耐力変化率（5通り架構） 
 
1-a 1-b 1-c 1-d 1-e 1-f 
      
+Y: -0.8% +Y: +0.6% +Y: +0.4% +Y: -0.2% +Y: -0.8% +Y: -3.1% 
-Y: -1.9% -Y: +0.8% -Y: +0.6% -Y: +0.5% -Y: +0.7% -Y: -1.0% 
差: 1.1% 差: 0.2% 差: 0.2% 差: 0.7% 差: 1.5% 差: 2.1% 
1-g 1-h 1-i 1-j 2-a 2-b 
      
+Y: -1.2% +Y: -1.4% +Y: -1.6% +Y: -1.5% +Y: -1.7% +Y: +0.8% 
-Y: +1.2% -Y: +0.6% -Y: +0.3% -Y: +0.4% -Y: -4.5% -Y: +0.3% 
差: 2.4% 差: 2.0% 差: 1.9% 差: 1.9% 差: 2.8% 差: 0.5% 
2-c 2-d 2-e 2-f 2-g 2-h 
      
+Y: -0.1% +Y: -1.9% +Y: -1.6% +Y: +0.2% +Y: -3.0% +Y: +1.2% 
-Y: +0.9% -Y: +0.8% -Y: -1.8% -Y: +0.7% -Y: -3.6% -Y: +0.9% 
差: 1.0% 差: 2.7% 差: 0.2% 差: 0.5% 差: 0.6% 差: 0.3% 
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2-i 2-j 2-k 3-a 3-b 3-c 
      
+Y: +0.6% +Y: -0.3% +Y: -0.8% +Y: -2.5% +Y: +0.4% +Y: -1.9% 
-Y: +0.6% -Y: +0.2% -Y: +0.4% -Y: -7.0% -Y: -1.8% -Y: +1.4% 
差: 0% 差: 0.5% 差: 1.2% 差: 5.5% 差: 2.2% 差: 3.3% 
3-d 3-e 3-f 4-a 4-b 4-c 
      
+Y: -3.5% +Y: -2.1% +Y: -1.2% +Y: -2.2% +Y: -3.7% +Y: -4.1% 
-Y: -1.8% -Y: -4.4% -Y: -1.8% -Y: -4.9% -Y: -1.4% -Y: -4.4% 
差: 1.7% 差: 2.3% 差: 0.6% 差: 2.7% 差: 2.3% 差: 0.3% 
4-d 4-e 5-a 5-b 5-c 10-a 
      
+Y: -2.8% +Y: -3.8% +Y: -9.4% +Y: -3.7% +Y: +0.9% +Y: -21.4% 
-Y: -6.9% -Y: -9.1% -Y:-12.3% -Y: -2.2% -Y: +1.3% -Y: -21.5% 














 開口数が 1から 5の各開口モデルの耐力変化率の平均値を以って比較することで，開口数によ
る耐力への影響を考察する。それぞれの平均値は，開口数 1で-0.16%（+Y），+0.14%（-Y），開口
数 2で-0.60%（+Y),-0.46（-Y)，開口数 3で-1.80%（+Y）,-2.57%（-Y），開口数 4で-3.32%（+Y）,-5.34%
（-Y），開口数 5 で-4.07%（+Y）,-4.40%（-Y）であった。これらを表 4.2 に一覧にしてまとめた。
また，開口数が最大の 10では，-21.4%（+Y），-21.5%（-Y）であり，大幅に耐力低下した。 
 
表 4.2 耐力変化率平均値（5 通り架構） 
 開口数 
1 2 3 4 5 
耐力変化率
平均値 
+Y -0.16% -0.60% -1.80% -3.32% -4.07% 
















 開口数 2および 3の場合においても開口数 1の場合とほぼ同様の傾向が見られた（2-a～3-f）。
また，開口を 2 層以上連続して新設せず，上下にバランス良く配置することで耐力低下が低減し
た（2-f，3-f）。 
 開口数 4 の場合は，どの開口モデルも耐力低下した（4-a～4-e）。各開口モデルで耐力低下率
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（3）A-B 間と B-C間への開口新設の違いによる耐力への影響 
 1-a から 1-j，また 2-g から 2-k の開口モデルを用いて，B-C 間への開口新設による耐力への






も比較的耐力低下が大きく，特に 1 階に開口新設したモデルの耐力低下が目立った。-Y 方向に
おいてもほぼ同様の傾向を示した。 



























表 4.3 各開口モデルの耐力変化率（3通り架構） 
 
1-a 1-b 1-c 1-d 1-e 2-a 
      
+Y: -3.3% +Y: -0.9% +Y: -0.1% +Y: 0% +Y: +0.1% +Y: -5.8% 
-Y: -4.9% -Y: +0.5% -Y: +0.2% -Y: -0.1% -Y: +0.1% -Y: -8.8% 
差: 1.6% 差: 1.4% 差: 0.3% 差: 0.1% 差: 0% 差: 3.0% 
2-b 2-c 2-d 2-e 2-f 3-a 
      
+Y: -1.4% +Y: -0.1% +Y: +0.5% +Y: -3.2% +Y: -0.9% +Y: -7.4% 
-Y: -2.6% -Y: +0.5% -Y: +0.5% -Y: -4.8% -Y: +0.5% -Y: -13.3% 
差: 1.2% 差: 0.6% 差: 0% 差: 1.6% 差: 1.4% 差: 5.9% 
3-b 3-c 3-d 3-e 3-f 4-a 
      
+Y: -2.2% +Y: +1.1% +Y: -2.8% +Y: -5.7% +Y: -3.2% +Y: -3.3% 
-Y: -8.7% -Y: -3.4% -Y: -4.4% -Y: -8.8% -Y: -4.6% -Y: -13.4% 
差: 6.5% 差: 4.5% 差: 1.6% 差: 3.1% 差: 1.4% 差: 10.1% 
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4-b 4-c 4-d 4-e 5-a 5-b 
      
+Y: -2.5% +Y: -5.3% +Y: -7.3% +Y: -8.5% +Y: -12.5% +Y: -13.7% 
-Y: -5.6% -Y: -8.9% -Y: -12.5% -Y: -20.2% -Y: -23.6% -Y: -25.1% 
差: 3.1% 差: 3.6% 差: 5.2% 差: 11.7% 差: 11.1% 差: 11.4% 
 








数 2で-1.82%（+Y),- 2.45（-Y)，開口数 3で-3.37%（+Y）,- 7.20%（-Y），開口数 4で-5.38%
（+Y）,- 12.1%（-Y），開口数 5で-13.1%（+Y）,- 24.4%（-Y）であった。これらを表 4.4に一
覧にしてまとめた。 
 
表 4.4 耐力変化率平均値（3 通り架構） 
 開口数 
1 2 3 4 5 
耐力変化率
平均値 
+Y -0.84% -1.82% -3.37% -5.38% -13.1% 
-Y -0.84% -2.45% -7.20% -12.1% -24.4% 
 












開口数 1 のモデル（1-a～1-e）について，+Y方向では 4・5階に開口新設したモデルで耐力低
下せず，1・2・3階に開口新設したモデルで耐力低下した。開口新設層が下層にあるほど耐力低
下が大きくなる傾向があった。-Y方向では 2・3・5階に開口新設したモデルでは耐力低下せず，
1・4 階に開口新設したモデルでは耐力低下した。特に 1 階に開口新設したモデルでは比較的耐
力低下が大きかった。また，±Y方向での耐力変化率の差は新設開口位置が下層になるほど大き
くなった。 




 開口数 3のモデル（3-a～3-f）についても開口数 2 の開口モデルと同様の傾向が見られた。 




 開口数 5 のモデル（5-a，5-b）について，-Y方向では 5通り架構耐震壁開口新設の開口数 10
の 10-aの開口モデルと同程度の耐力低下となった。これに対して，+Y方向ではその半分程度の
耐力低下率となった。3通りの耐震壁に存在する 2つの SB 間距離は 1750mm であり（図 4.2），5-b
の開口モデルのように新設開口を上下階でずらしたとしても，必然的に 950mm 幅の開口が平面的
に重なる。このため，連層開口（5-a）とほぼ同様の機構となり，耐力低下率も同程度であった。 
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 3章で述べたように，対象建物の崩壊形は，+Y 方向載荷時で 1階脚部の降伏と住戸出入口上部
梁のせん断破壊を伴う鉛直接合部のせん断（ずれ）破壊，-Y 方向載荷時で 1 階脚部の接合部の








変形角 R=0.19%時（保有水平耐力時） 変形角 R=0.17%時（保有水平耐力時） 
+Y 方向載荷時 -Y 方向載荷時 
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 建物脚部への補強部材設置箇所を図 5.2-5.4の基準階平面，張間方向軸組および 1階一住戸構






置するため，平面上 L 字型の断面を有するものとする。 
 
 
図 5.2 補強部材設置箇所（基準階平面） 
 
    (a) 1,5 通り架構       (b) 3通り架構   (c) 2 通り架構 
図 5.3 補強部材設置箇所（張間方向軸組） 









図 5.5 一住戸の床板構成と接続筋位置 












































 図 5.5 に住戸内の接続筋位置を示している。脚部補強は桁行方向の 1階壁板の基礎梁からの引
抜力に抵抗させるため，張間方向に対する 1階直交壁中のセッティングベース（SB）の耐力を上
昇させる。従って，補強を考慮した解析モデル（以下，「補強モデル」と呼ぶ）では，1 階耐震
壁下部の CRばねの耐力を増加させる。図 5.5 に示すように，補強寄与する SBを有する CRばね
は，A 通りにある CR1A と CR5A，C 通りにある CR3C の 3 種類である。これらの CR ばね耐力を増
加させる脚部補強をそれぞれ CR1A補強，CR5A 補強，CR3C補強と呼ぶこととする。 
 2章でも述べたように，SB と鉛直接合筋（VR）は位置に応じて 2種類ずつの配筋設計がなされ，
図 5.5 中の SB-A と SB-B および VR-A と VR-B はそれぞれ SB と VR の配筋タイプであり，表 5.1
のように鉄筋径が異なっている。また，補強寄与する SB の接続筋の数を VRも含めて表 5.2 に整
理する。 
それぞれの補強部材幅は既存開口との取り合いから異なり，CR ばねの耐力上昇に寄与する補
強部材中の引張主筋の本数もそれに応じて異なる。CR1A 補強部材詳細を図 5.6,CR3C 補強部材詳
細を図 5.7，CR5A補強部材詳細を図 5.8に示す。補強部材の主筋径やあと施工アンカーによる定
着等については後述する。 
なお，主筋径は D19 としたが，これを決定する上で，D13，D16，D19，D22 の径をパラメータ
にして解析モデルを作成し，これらの鉄筋径の違いが補強効果に与える影響について検討した。 
 
表 5.1 SBの接続筋と鉛直接合筋（VR）の配筋タイプと鉄筋径 
階 
SB の接続筋 鉛直接合筋（VR） 










1 D22 D19 
 





SB 数 VR 数 
SB-A SB-B VR-A VR-B 
CR1A 1 通り A 通り +Y - 1 - 1 
CR3C 2 通り C 通り -Y - 2 - 2 
CR5A 5 通り A 通り +Y - 2 1 - 
 
 




図 5.6 CR1A 補強部材詳細 





図 5.7 CR3C 補強部材詳細 
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 補強部材の高さは GLから 2000mm，厚さ 150mm から 175mm，幅は既存開口との取り合いからそ
れぞれの補強部材で異なっている。それぞれの補強部材において，縦主筋の径を D19，せん断補
強筋となる横筋の径を D10 とし，どちらも 200mm ピッチで配筋する。配筋についての概要を表
5.3 に整理する。折曲げ内法寸法は 3ｄ以上（3×9.53＝28.59）であり，折曲げ角度が 180°の
場合の鉄筋の余長は 4ｄ以上（4×9.53＝38.12）であることを満たす。また，かぶり厚さについ
ては 3つの補強部材において 100mm 程度確保できているため，表 5.4 に示す規定値を満たしてい
る。補強部材はあと施工アンカーを用いて既存壁板と接合する。あと施工アンカーは D13 とし，












せん断補強筋 D10 9.53(=d) 100 30 40 
主筋 D19 19.1 200   
 
表 5.4 鉄筋の設計かぶり厚さ（日本建築学会「鉄筋コンクリート造配筋指針」を参考） 







屋内 30 以上 30 以上 
20 以上 
屋外 30 以上 40 以上 
柱・梁・耐力壁 
屋内 40 以上 40 以上 
30 以上 
屋外 40 以上 50 以上 






- 50 以上 40 以上 
基礎・擁壁 70 以上 70 以上 60 以上 
 
表 5.5 あと施工アンカー配筋概要 
径 公称直径(mm) 埋め込み深さ(mm) はしあき(mm) ピッチ(mm)  
D13 12.7(=d) 100 250 
たて：300 
よこ：200 
はしあきは 5ｄ以上（5×12.7＝63.5）であり，ピッチは 7.5ｄ以上かつ 300mm 以下（7.5×12.7
＝95.25）であることを満たす。 







と D16 で SD295，D19 と D22 で SD345 である。1 本あたりの耐力はそれぞれの鉄筋強度に鉄筋断
面積を乗じることにより算出した。D13 で 37.4[kN/本]，D16 で 58.6[kN/本]，D19 で 98.8[kN/
本]，D22で 133.5[kN/本]である。これらの数値に CR1A，CR3C，CR5A 補強部材ごとに，鉄筋本数
を乗じた値を各 CR ばね耐力に追加して，解析モデルを作成した。これらの解析結果からそれぞ
れの補強効果を比較した。これらの設定を表 5.6 に整理する。 
 
表 5.6 各鉄筋径による追加耐力 






D13 295 126.7 37.4 
CR1A 4 150 
CR3C 12 449 
CR5A 7 262 
D16 295 198.6 58.6 
CR1A 4 234 
CR3C 12 703 
CR5A 7 410 
D19 345 286.5 98.8 
CR1A 4 395 
CR3C 12 1186 
CR5A 7 692 
D22 345 387.1 133.5 
CR1A 4 534 
CR3C 12 1602 
















ルに対する比と共に表 5.7に整理する。基本モデルの各 CR ばね復元力特性の荷重値に対して，
補強主筋が D13の場合は 1.5～3.6倍の増分耐力，D16の場合は 1.7～5.1倍の増分耐力，D19 の
場合は 2.2～8.0 倍の増分耐力，D22 の場合は 2.6～10.4 倍の増分耐力となった。これらの設定
で作成した解析モデルをそれぞれ用いて，補強効果を確認し，比較考察する。図 5.9に各解析モ
デルの荷重-変形関係を示す。各解析モデルの崩壊形を，+Y 方向については図 5.10 に，-Y方向
については図 5.11 に示す。 
 
 
表 5.7 各 CRばね荷重値(kN)と補強無しの場合との対比 
補強無しの場合（基本モデル） 
 第 1折点(kN) 比(倍) 第 2折点(kN) 比(倍) 第 3折点(kN) 比(倍) 
CR1A 261 1 332 1 133 1 
CR3C 521 1 664 1 266 1 
CR5A 354 1 496 1 99 1 
補強主筋 D13の場合（D13補強モデル） 
 第 1折点(kN) 比(倍) 第 2折点(kN) 比(倍) 第 3折点(kN) 比(倍) 
CR1A 410 1.6 481 1.5 283 2.1 
CR3C 970 1.9 1112 1.7 715 2.7 
CR5A 615 1.7 758 1.5 360 3.6 
補強主筋 D16の場合（D16補強モデル） 
 第 1折点(kN) 比(倍) 第 2折点(kN) 比(倍) 第 3折点(kN) 比(倍) 
CR1A 495 1.9 566 1.7 368 2.8 
CR3C 1224 2.4 1367 2.1 969 3.6 
CR5A 764 2.2 906 1.8 509 5.1 
補強主筋 D19の場合（D19補強モデル） 
 第 1折点(kN) 比(倍) 第 2折点(kN) 比(倍) 第 3折点(kN) 比(倍) 
CR1A 656 2.5 727 2.2 529 4.0 
CR3C 1707 3.3 1850 2.8 1452 5.5 
CR5A 1045 3.0 1188 2.4 790 8.0 
補強主筋 D22の場合（D22補強モデル） 
 第 1折点(kN) 比(倍) 第 2折点(kN) 比(倍) 第 3折点(kN) 比(倍) 
CR1A 795 3.1 866 2.6 667 5.0 
CR3C 2124 4.1 2266 3.4 1869 7.0 
CR5A 1288 3.6 1431 2.9 1033 10.4 





 +Y方向載荷  -Y方向載荷 






















































補強無しの基本モデルの保有水平耐力時の 1 階層せん断力係数（CQ1）0.64 に対して，D13 補強
モデルでは CQ1=0.66 で 3.5%増，D16 補強モデルでは CQ1=0.67 で 4.7%増，D19 補強モデルでは
CQ1=0.68 で 6.0%増，D22 補強モデルでは CQ1=0.68 で 6.3%増であった。補強主筋 D19 と D22 で同
程度の結果が出た。D22 以上の径を主筋に用いたとしても D19 とほぼ同程度の効果となり，径に
対して不相応な補強効果しか得られないと予想する。最も能率が良い補強効果が得られるのは補
強主筋径が D19 のものであると考えられる。 
-Y 方向載荷時では，補強無しの基本モデルの保有水平耐力時の CQ1=0.65 に対して， D13補強
モデルでは CQ1=0.67 で 2.2%増，D16 補強モデルでは CQ1=0.67 で 3.1%増，D19 補強モデルでは
CQ1=0.68で 4.3%増，D22 補強モデルでは CQ1=0.69で 5.1%増であった。 
図 5.10および図 5.11に±Y方向載荷時の各解析モデルの保有水平耐力時の変形の様子を示し
ている。+Y方向載荷では 1通り架構および 5通り架構の A通り側に設置した CR1A補強および CR5A
補強が 1 階脚部の引抜力に抵抗する。よって，1 通り架構と 5 通り架構における変形に変化が現
れると考えられる。D16補強モデルまでは補強無しの基本モデルとほぼ同様の変形で各接合部ば
ねの損傷具合も同様であった。D19 補強モデルおよび D22 補強モデルでは，5 通り架構 A-B 間 1
階耐震壁上下の JQ ばねが破断したことが確認できる。これは，補強により，D16 補強モデルで
は破断しなかった JQばねが破断するまでの耐力にまで上昇したことが考えられる。 
 -Y 方向載荷では 2 通り架構の C 通り側に設置した CR3C 補強が 1 階脚部の引抜力に抵抗する。
よって，2 通り架構および 3 通り架構における変形に変化が現れると考えられる。補強無しの基
本モデルでは 2通り架構 C通り側の 1階の CR ばねが降伏したが，全ての補強モデルにおいて，
当該 CRばねは降伏には至らなかった。また，D19 補強モデルおよび D22補強モデルでは，3階の
境界梁の破断が見られた。 


























あと施工アンカー径 埋め込み深さ 降伏強度 RC 圧縮強度 
















 10×√(21(N/mm2)/21) ×13(mm) ×87(mm) ×3.14/1000=35.5(kN/本) 
 





強部材中の主筋の引張耐力で除し，アンカー筋の必要本数を CR1A 補強，CR3C 補強，CR5A補強そ
れぞれ 14,21,25本であると算出した。これを満たすように，CR1A補強, CR3C 補強,CR5A補強そ
れぞれ 18,30,36本のアンカー筋を用いている。計算概要を以下に示す。 





主筋径 主筋本数 降伏強度 














主筋径 主筋本数 降伏強度 























主筋径 主筋本数 降伏強度 






































図 5.6-5.8に示すように，主筋は CR1A 補強で 4本，CR3C補強で 12本(6 本×2)，CR5A 補強で
7 本とする。これらの主筋が建物脚部の引抜力に抵抗する。強度 SD345，主筋径 D19 の鉄筋を引
張主筋として使用する。この主筋 1 本あたりの引張耐力は 98.8kN であり，これに各補強部材中
の主筋本数を乗じた値を各 CR ばね耐力に累加する。つまり，各 CR ばねの復元力特性の各折点の
荷重に補強による追加耐力を累加する。この時，各折点の変位は変更していない。これらの設定
を表 5.8，各 CR ばね復元力特性を図 5.12 に示し，整理する。図 5.12 にはそれぞれの補強を考
慮した CRばねの補強前後の復元力特性を示している。図 5.13に示す解析モデル下部の構成に示




図 5.12 各 CRばね復元力特性 
 
表 5.8 各 CR ばね復元力特性値 
CR ばね名称 




















CR1A 261 3 332 37 133 57 133 99 
CR3C 521 3 664 37 266 57 266 99 




補強 CR1A 656 3 727 37 528 57 528 99 
補強 CR3C 1707 3 1850 37 1452 57 1452 99 
補強 CR5A 1046 3 1188 37 791 57 791 99 










































ルに加え，1 階開口（1-a），5 階開口（1-e）1 階開口無し（4-a）連層開口（5-a）とする。±Y
方向載荷で解析を行う。 
 図 5.14 に各解析モデルの+Y 方向載荷時の荷重-変形関係を示し，補強有無の比較を行う。+Y
方向載荷により，A通り側の 1階脚部の引抜力に対して，同側に設置する CR1Aおよび CR5A 補強
部材がそれに抵抗するように機能する。補強前の各解析モデルの保有水平耐力時 1 階層せん断力
係数（CQ1）は無開口で 0.64，1 階開口で 0.63，5 階開口で 0.64，1 階開口無しで 0.63，連層開
口で 0.58であった。これに対し，補強後の各解析モデルの保有水平耐力時 CQ1は無開口で 0.68，
1 階開口で 0.67，5階開口で 0.67，1階開口無しで 0.65，連層開口で 0.60 であった。脚部補強













図 5.15 に 1 通り架構および 5 通り架構の崩壊形（保有水平耐力時の変形の様子）を示し，補
強有無の比較を行う。崩壊形は+Y方向載荷時に有効な CR1A 補強および CR5A 補強を行った 1・5
通り架構のみ示す。基本モデルの崩壊形は 1階脚部の接合部の降伏と境界梁のせん断破壊を伴う
鉛直接合部のせん断（ずれ）破壊であった。これに加えて，A 通りの 1 階耐震壁に位置する JQ
ばねの破断が，いずれの補強モデルにおいても確認できた。これは脚部補強により耐力上昇した
CR ばねが建物脚部の引抜力に抵抗する間に JQ ばねの破壊が先行したからであると考えられる。
また，1階脚部の損傷が抑えられた一方で，2SLの接合部ばねの損傷が大きくなった。 
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補強無し 補強無し 補強無し 
   
補強有り 補強有り 補強有り 
無開口（基本）モデル 1 階開口モデル 5 階開口モデル 
  
 
補強無し 補強無し  
  
 
補強有り 補強有り  
1 階開口無しモデル 連層開口モデル  
図 5.15 補強有無の比較（+Y）（崩壊形） 
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+Y 方向と同様に，図 5.16に各解析モデルの-Y 方向載荷時の荷重-変形関係を示し，補強有無
の比較を行う。-Y 方向載荷により，C通り側の 1 階脚部の引抜力に対して，同側に設置する CR3C
補強部材がそれに抵抗するように機能する。各解析モデルは変形角 R=0.17%付近で保有水平耐力
に達した。補強前の各解析モデルの保有水平耐力時 1階層せん断力係数（CQ1）は無開口で 0.65，
1 階開口で 0.64，5階開口で 0.65，1階開口無しで 0.62，連層開口で 0.57 であった。これに対
し，補強後の各解析モデルの保有水平耐力時 CQ1は無開口で 0.69，1 階開口で 0.68，5 階開口で
0.69，1階開口無しで 0.63，連層開口で 0.59であった。脚部補強により，無開口で 6.2%，1階






図 5.17に 5 通り架構と 3通り架構の崩壊形（保有水平耐力時の変形の様子）を示す。は-Y方
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補強無し 補強無し 補強無し 
   
補強有り 補強有り 補強有り 
無開口（基本）モデル 1 階開口モデル 5 階開口モデル 
  
 
補強無し 補強無し  
  
 
補強有り 補強有り  
1 階開口無しモデル 連層開口モデル  
図 5.17 補強有無の比較（-Y）（崩壊形） 
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ト比重 2.4[t/m3]および普通土比重 1.7[t/m3]を乗じ，さらに架構数倍（表 6.3）した後，9.8を
乗じて重量単位を[ton]から[kN]へと換算したものである。 
建物が浮上る挙動を評価するための回転ばねを図 6.1に示すように基礎梁端部下に与えた。+Y















図 6.1 浮上り検討モデルの構成（+Y 方向） 
 
 
図 6.2 基礎伏図と基礎梁の分類 
 




図 6.3 主な基礎梁断面 
 
表 6.1 基礎梁重量 
基礎梁 1Ａ 1Ｂ 1Ｃ 3Ａ 23Ｂ 2Ｃ 5Ａ 5Ｂ 5Ｃ 
体積[m3] 3.87 4.49 3.18 7.21 11.12 7.67 6.38 6.74 5.05 
重量[kN] 182.0 211.2 149.6 508.7 784.6 541.2 300.1 317.0 237.6 
※ 鉄筋コンクリート比重：2.4[t/m3] 
 
表 6.2 土の重量 
基礎梁 1Ａ 1Ｂ 1Ｃ 3Ａ 23Ｂ 2Ｃ 5Ａ 5Ｂ 5Ｃ 
体積[m3] 1.91 2.08 1.38 3.11 4.55 3.40 3.21 3.30 2.27 
重量[kN] 63.6 69.3 46.0 155.4 227.4 169.9 107.0 110.0 75.6 
※ 土比重（普通土）：1.7[t/m3] 
 
表 6.3 分類した基礎梁の架構数 
基礎梁 1Ａ 1Ｂ 1Ｃ 3Ａ 23Ｂ 2Ｃ 5Ａ 5Ｂ 5Ｃ 

































デルとを比較する。図 6.5 に±Y 方向載荷時の各解析モデルの荷重-変形関係を示す。浮上り検
討モデルは 1階層せん断力係数 CQ1が 0.54（+Y 方向），0.57（-Y方向）に到達後，変形のみが進




有水平耐力が決定する。基本モデルに対して，保有水平耐力時 CQ1は 16%（+Y 方向），12%（-Y 方
向）程度耐力低下した。 
 図 6.6 に浮上り検討モデルの+Y方向載荷時の変形角 0.095%時（保有水平耐力時）および 1.0%









図 6.5 浮上り検討モデル（±Y）荷重-変形関係 





変形角 R=0.095% 変形角 R=1.0% 
+Y 方向載荷 
  
変形角 R=0.102% 変形角 R=1.0% 
-Y 方向載荷 






















































































い。Rtは，設計用 1次固有周期 T，および基礎の底部の直下の地盤種別に応じた数値 Tc による
下式により算出した。 
① 1Rt  
 
(T<Tc) (4)-① 
② 2)1/(2.01  TcTRt  (Tc≦T＜2Tc) (4)-② 
③ TTcRt /6.1  (2Tc≦T) (4)-③ 
T：設計用 1 次固有周期 
 Tc：基礎の底部の直下の地盤種別に応じた数値（表 6.4） 
表 6.4 地盤種別による Tcの数値 





第 2種地盤 第 1種および第 3種以外 0.2秒超から 0.75秒 0.6秒 
第 3種地盤 
腐植土，泥土，その他これに類する沖積層で
層厚 30m 以上のもの，厚さ 3m 以上の埋立地
で埋立てから 30年を経過していないもの 
0.75秒を超えるもの 0.8秒 
 対象建物の地盤種別を第 2 種地盤と仮定する（Tc=0.6）が，いずれにせよ後述する T が第 1
種地盤の Tc よりも小さくなるため，どの地盤に対しても同じ結果になる。 
ここで，Tは下式により算出する。 
)01.002.0(  hT  （5） 
h：建築物の高さ（地盤面から構造躯体までの最高高さ）[m] 
α：建築高さの内鉄骨部分の高さの比 
 対象建物の高さ h=14[m]であり，建物に鉄骨は使用されていないことから，α=0 とする。これ

































T：設計用 1 次固有周期 
WWii /  （7） 
Wi：i 階より上の部分の建物重量の和 
W：地上部分の建物全重量 
各重量については，表 6.5および表 6.6に示すとおりであり，表 6.5 において算出した各重量
は既往研究に準じる。 
表 6.5 建物重量 
  床重量 壁重量 合計（kN） 
R 階 1448 780 2228 
一般階 1391 1489 2880 
 
表 6.6 各階の Ai 
階 各階重量（kN） Wi (kN) αi Ai 
R 2228 - -  -  
5 2880 2228 0.162  1.71  
4 2880 5108 0.372  1.39  
3 2880 7988 0.581  1.22  
2 2880 10868 0.791  1.10  
1 -  13748 1.000  1.00  
 
















































 剛性率 Rs は下式により算出される。 
ssRs  /  （9） 
Rs：各階の剛性率 
s ：各階の層間変形角の逆数 
s ： s の相加平均 
ihis  /  （10） 
hi：i 階の階高 [m] 
δi：i階の層間変位 [m] 





表 6.7 各階剛性率 
 
階高 hi 層間変位δi 層間変形角 s  剛性率 Rs 
5 階 2.6 0.000273 0.000105 9524 1.129 
4 階 2.6 0.000308 0.000118 8442 1.001 
3 階 2.6 0.000329 0.000127 7903 0.937 
2 階 2.6 0.000322 0.000124 8075 0.957 
1 階 2.6 0.000316 0.000122 8228 0.976 
 














 形状係数 Fes は下式により算出される。 





 表 6.8，表 6.9 に示すように，上記した剛性率と偏心率から Fs と Feを決定する。各階の剛性
率は全て Rs≧0.6 であるため，Fs=1 となる。また，各階の偏心率は全て Re≦0.15 であるため，
Fe=1となる。決定した Fsと Fe および Fesを表 6.10に示す。 
 
 





表 6.10 各階形状係数 
 
Fs Fe Fes 
5 階 1 1 1 
4 階 1 1 1 
3 階 1 1 1 
2 階 1 1 1 
























「増し打ち 100mmモデル」と呼ぶ）を含めて Ds値を算定する。 
  
壁式構造の場合，表 6.11 のように耐力壁を区分し，それぞれの耐力壁の種別に応じて Ds値を
定める。 
 




Ds 値 部材 耐力壁 耐力壁 
条件 




0.1 以下 WA ⇒ 0.45 
0.125 以下 WB ⇒ 0.5 
0.15 以下 WC ⇒ 0.55 
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表 6.12 浮上り検討モデル（+Y）の Ds 値 
耐震壁の種別 
階 
1 通りフレーム 3 通りフレーム 5 通りフレーム 
A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 
    （3通り） （2通り）     
5 0.006  WA 0.006  WA 0.043  WA 0.032  WA 0.023  WA 0.023  WA 
4 0.023  WA 0.025  WA 0.052  WA 0.068  WA 0.037  WA 0.040  WA 
3 0.035  WA 0.038  WA 0.059  WA 0.105  WB 0.050  WA 0.054  WA 
2 0.037  WA 0.040  WA 0.071  WA 0.166  WD 0.055  WA 0.058  WA 
1 0.044  WA 0.047  WA 0.083  WA 0.201  WD 0.058  WA 0.061  WA 
層としての種別 
壁 WA 比率（%） WB 比率（%） WC 比率（%） WD 比率（%） 種別 Ds 値 
5 階 100  0  0  0  WA 0.45  
4 階 100  0  0  0  WA 0.45  
3 階 83  17  0  0  WA 0.45  
2 階 83  0  0  17  WD 0.55  
1 階 83  0  0  17  WD 0.55  
 
表 6.13 浮上り検討モデル（-Y）の Ds 値 
耐震壁の種別 
階 
1 通りフレーム 3 通りフレーム 5 通りフレーム 
A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 
    （3通り） （2通り）     
5 0.000  WA 0.002  WA 0.058  WA 0.042  WA 0.021  WA 0.021  WA 
4 0.023  WA 0.021  WA 0.091  WA 0.051  WA 0.037  WA 0.035  WA 
3 0.040  WA 0.036  WA 0.112  WB 0.057  WA 0.056  WA 0.052  WA 
2 0.049  WA 0.045  WA 0.138  WC 0.067  WA 0.070  WA 0.065  WA 
1 0.057  WA 0.053  WA 0.136  WC 0.119  WB 0.073  WA 0.069  WA 
層としての種別 
壁 WA 比率（%） WB 比率（%） WC 比率（%） WD 比率（%） 種別 Ds 値 
5 階 100  0  0  0  WA 0.45  
4 階 100  0  0  0  WA 0.45  
3 階 83  17  0  0  WA 0.45  
2 階 83  0  17  0  WA 0.45  
1 階 67  17  17  0  WA 0.45  
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表 6.14 増し打ち 100mm モデル（+Y）の Ds値 
各耐震壁のτu/Fcと種別 
階 
1 通りフレーム 3 通りフレーム 5 通りフレーム 
A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 A-B間 B-C間 
    （3通り） （2通り）     
5 0.007  WA 0.006  WA 0.026  WA 0.019  WA 0.023  WA 0.024  WA 
4 0.023  WA 0.026  WA 0.031  WA 0.041  WA 0.038  WA 0.041  WA 
3 0.035  WA 0.039  WA 0.035  WA 0.064  WA 0.051  WA 0.055  WA 
2 0.039  WA 0.041  WA 0.047  WA 0.094  WA 0.056  WA 0.059  WA 
1 0.043  WA 0.047  WA 0.054  WA 0.123  WB 0.057  WA 0.061  WA 
層としての種別 
壁 WA 比率（%） WB 比率（%） WC 比率（%） WD 比率（%） 種別 Ds 値 
5 階 100  0  0  0  WA 0.45  
4 階 100  0  0  0  WA 0.45  
3 階 100 0  0  0  WA 0.45  
2 階 100  0  0  0  WA 0.45  
























 Ds 値の算定と同様に，浮上り検討モデルに加えて，後述する増し打ち 100mm モデルを含めて
必要保有水平耐力を算定する。前述のように算出した，地震地域係数 Z，振動特性係数 Rt，地震
層せん断力係数の分布を示す係数 Ai，標準せん断力係数 Co（≧0.2），層せん断力係数 Ci (=Z・
Rt・Ai・Co)，i 階より上の部分の建物重量の和 Wi[kN]，地震力によって各階に生ずる水平力
Qud(=Ci・Wi)[kN]， Ds 値（構造特性係数），形状係数 Fes（=Fe・Fs） を用いて必要保有水平
耐力を算定し，表 6.15-6.17 に整理する。 
 
表 6.15 浮上り検討モデル（+Y）の必要保有水平耐力 






5 1.00  1.00  1.71  1.00  1.71  2228  3803  0.45  1.00  1711  
4 1.00  1.00  1.39  1.00  1.39  5108  7081  0.45  1.00  3186  
3 1.00  1.00  1.22  1.00  1.22  7988  9765  0.45  1.00  4394  
2 1.00  1.00  1.10  1.00  1.10  10868  11973  0.45  1.00  5388  
1 1.00  1.00  1.00  1.00  1.00  13748  13748  0.55  1.00  7561  
必要保有水平耐力時のベースシア係数：0.55 
 
表 6.16 浮上り検討モデル（-Y）の必要保有水平耐力 






5 1.00  1.00  1.71  1.00  1.71  2228  3803  0.45  1.00  1711  
4 1.00  1.00  1.39  1.00  1.39  5108  7081  0.45  1.00  3186  
3 1.00  1.00  1.22  1.00  1.22  7988  9765  0.45  1.00  4394  
2 1.00  1.00  1.10  1.00  1.10  10868  11973  0.45  1.00  5388  
1 1.00  1.00  1.00  1.00  1.00  13748  13748  0.45  1.00  6187  
必要保有水平耐力時のベースシア係数：0.45 
 
表 6.17 増し打ち 100mmモデル（+Y）の必要保有水平耐力 






5 1.00  1.00  1.71  1.00  1.71  2228  3803  0.45  1.00  1711  
4 1.00  1.00  1.39  1.00  1.39  5108  7081  0.45  1.00  3186  
3 1.00  1.00  1.22  1.00  1.22  7988  9765  0.45  1.00  4394  
2 1.00  1.00  1.10  1.00  1.10  10868  11973  0.45  1.00  5388  
1 1.00  1.00  1.00  1.00  1.00  13748  13748  0.45  1.00  6187  
必要保有水平耐力時のベースシア係数：0.45 
 














そこで，増し打ち厚を 100mm とした場合の解析モデル（増し打ち 100mmモデル）を作成し，浮上
り検討モデルで目標性能が満たされなかった+Y 方向載荷時の検討を行った。その結果，増し打
ち 100mm モデルの保有水平耐力時ベースシア係数 0.55 が必要保有水平耐力時ベースシア係数
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れ）破壊，-Y 方向載荷では 1 階脚部の接合部の降伏と鉛直接合部のせん断（ずれ）破壊で
あったが，補強を行ったことによりこれらの建物の損傷に加えて，+Y方向載荷で A通りの 1






討モデルの 1階層せん断力係数 CQ1および変形角 Rは，+Y方向で CQ1=0.54，R=0.095%，-Y方
向で CQ1=0.57，R=0.102%であった。浮上り検討モデルは，基礎の浮上りによる転倒を考慮し
ていない基本モデルに対して，+Y方向で 16%，-Y方向で 12%程度耐力低下した。この時，接
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